
 

 金沢商工会議所 「最近の景況・業況動向調査」（平成３０年度第４四半期） 結果 
 

■調査時期：平成３０年度第４四半期（１月～３月）   ■調査企業数：２９９社（当所議員・評議員） 

■調査時点：平成３１年３月下旬            ■回答企業数：１２５社（回答率４１．８％）      

〇すべてのＤＩ値が前期より下降。来期はすべてのＤＩ値が今期より下降すると予測。 

○経営上の問題点は「従業員の確保難」が１１期連続最多。 

〇雇用情勢について、６期ぶりに人手「適正水準」が「不足状態」を上回る。 

〇働き方改革について、課題は「確実な有給休暇の取得方法」・「時間外労働の削減方法」。 

 
【景況・業況の動向】《平成３０年度第４四半期（１月～３月）の状況》 ※来期ＤＩは予測 
 
 今期ＤＩ 対前期比 来期ＤＩ 対今期比 

景況感ＤＩ ▲１７．６ ２１．２↓ ▲２３．１ ５．５↓ 

売上高ＤＩ ▲１５．３ ３４．８↓ ▲１７．４ ２．１↓ 

売上単価ＤＩ   ４．８ ２．５↓ １．６ ３．２↓ 

資金繰りＤＩ ▲１．６ ６．２↓ ▲ ４．９ ３．３↓ 

採算性ＤＩ ▲１８．５ ２１．２↓ ▲２７．２ ８．７↓ 

（今期について） 

〇すべてのＤＩ値が前期と比較して下降。特に景況感ＤＩ・売上高ＤＩ・採算性ＤＩが大きく下降した。 

〇景況感の意見として「受注数の減少」、「売上・利益が共に悪化」等の意見が挙がった。 

（来期について）  

〇すべてのＤＩ値が今期と比較して下降すると予測。 

〇景況感の意見として「４～６月の生産計画が２０～３０％落ちているため」等の意見が挙がった。 
 
【設備投資の動向】設備投資の際の補助金の活用（予定）は１割強 

〇今年度後半（１０～３月）の設備投資の状況は「実施した」（６８．３％）、「実施していない」（３１．７％）

となり、実施内容として「ＯＡ機器」（４５．２％）が最も多く、「付帯設備」（４４．０％）、「車輌・運搬具」

（３１．０％）が続いた。 

〇来年度前半（４～９月）の設備投資の計画は「計画している」（５９．０％）、「計画していない」（４１．０％）

となり、実施予定内容として「付帯設備」（４３．１％）が最も多く、「ＯＡ機器」（４０．３％）、「車輌・運搬

具」（３０．６％）が続いた。 

〇設備投資の際、国や石川県、金沢市の補助金の活用状況は「活用した（予定）」（１２．４％）、「活用を検討中」

（８．０％）、「活用していない（予定もない）」（７９．６％）となり、活用した補助金は「ものづくり補助金」、

「ＩＴ導入補助金」、「省エネ投資促進補助金」等であった。 

 

業種 企業数 ％ 

製造業 ３４  ２７．２ 

建設業 ２２ １７．６ 

小売業 １２ ９．６ 

卸売業 ３０ ２４．０ 

サービス業 ２７ ２１．６ 

合計 １２５ １００．０ 
 
【経営上の問題点】「従業員の確保難」が１１期連続して最大の経営問題 

〇今期、直面している問題として、「従業員の確保難」（４８．３％）が最も多く、「経費の増加」（４０．０％）、

「需要の停滞、売上の減少」（３１．７％）が続いた。 
 
【雇用情勢】６期ぶりに人手「適正水準」が「不足状態」を上回る 

〇現在の雇用状態については、「過剰状態」（０．０％）、「適正水準」（５４．４％）、「不足状態」（４５．６％）

となり、６期ぶりに「適正水準」が「不足状態」を上回り、人手不足の改善が見られる結果となった。 

〇雇用状態の推移（単位：％） 

 

〇「不足状態」と回答した企業の今後の具体的な対策として「新卒・中途採用を強化する」、「ハローワーク等の

利用を検討する」等の意見が挙がった。 

〇２０１９年４月１日からの「入管法」の改正を受け、外国人労働者（※）の今後の雇用計画は「雇用計画があ

る」（１６．１％）、「検討中」（１０．２％）、「雇用計画がない」（７３．７％）であった。 

※ここでの外国人労働者は主に外国人技能実習制度に基づく技能実習生を指します。 

 

【働き方改革関連法案】課題は「確実な有給休暇の取得方法」・「時間外労働の削減方法」 

〇２０１９年４月１日より施行される上記法案に対し、施行日前時点での準備状況は「準備は済んでいる」（３

７．１％）、「現在、取り組んでいる」（６２．９％）であった。 

〇準備に取り組んだ際に課題となっていた事は「従業員全員に制度を理解してもらう事」、「従業員の労働時間の

把握」、「従業員のスケジュールのデータ管理、モバイルのセキュリティ強化」等の意見が挙がった。 

〇現在、取り組んでいる上で課題となっている事は「確実な有給休暇の取得方法」、「時間外労働の削減方法」、

「人員構成や業務内容に差がある為、休日取得の際に交代要員が確保できている部署と出来ていない部署の差

の解消方法」、「制度の詳細部分についての理解」、「納期関係の調整」等の意見が挙がった。 
 
【その他、景気に関しての意見】消費税増税に関する意見が多く挙げられた 

〇「消費税１０％に変更になる前の準備が必要」、「消費税の増税による景気低迷が心配」、「米中関係等の動向が

心配」、「国外に懸念材料が山積みしており、当面、動きの難しい展開が予測される」等の意見が挙がった。 
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ＤＩ値（業況判断指数）とは 

 ０を基準として+値で景気の上向き傾向を表す回

答の割合が多い事を示し、-値で景気の下向き傾

向を表す回答の割合が多い事を示す。 

 

ＤＩ＝(増加･好転の回答割合)-(減少･悪化の回答割合) 

※本調査における「前期」、「今期」、「来期」は以下を指します。 
 

前期：平成３０年度第３四半期（１０月～１２月） 

今期：平成３０年度第４四半期（１月～３月）※３月は見込 

来期：２０１９年第１四半期（２０１９年４月～６月） 

調査担当：企業経営アシストセンター 経営相談グループ TEL:076-263-1161 
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